Financial Analysis of Private Universities in Japan -From the Point of Flow and Stock- by 片山 覚
67  
手樽田村学■…・…合併号  
昭 和 引 手 2 月  
私大財政の現状に関する分析   
叫 フローとストックの側面から 【  
片 山   覚  
Il  次  
Ⅰ はじめに  
Ⅱ 学校法人会計基準設晃の札的  
Ⅲ 日本私立大学連盟財政自番による分析  
Ⅳ 日本私学振興財馴こよる分析  
Ⅴ 行政管理庁による監察  
Ⅵ むすび   
Ⅰ は じ め に  
近年，わが国において，非営利事業の会計に対する関心が序々に高まってき  
ている。一般の企業会計についてほ，当然，関心が高く様々な観点から研究が  
進められてきている。これに比餃Lて，非営利事業の会計に対する関心は，ど  
ちらかというと地味で，今後研究対象とすべき余地が多く残された分野であ  
る。   
しかし，最近 この非営利事業の会計がようやく重要な研究領域として認識  
されほじめたように思う。昭和60年9月にほ，公益法人指導監督連絡会議によ  
り・「公益法人会計基準」改正が決まり，昭和62年4月1日以降，改正基準が  
実施されることとなった。「公益法人会計基準」ほ，いわゆる民法第34条によ  
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り設立された財団法人および社団法人を対象とした会計基準である。その他，  
政府関係特殊法人宗教法人 さらには社会福祉法人の会計なども，種々の理  
由から注目を浴びつつある。   
学校法人の会計も，これら非営利事業会計のなかで重要な位置を占める分野  
である。昭和46年に文部省令の「学校法人会計基準」が公表されてから，すで  
に十数年経過し，わが国の私立学校の財政に大きな影響を与えてきた。私立学  
校の財政がどのような状態であるかを明確に認識することが．今後の学校法人  
会計を論じていく上で重要であると考える。   
学校法人の財政に関して，公けの機関が各々の立場から分析を実施してきた  
ものが，いくつかある。すなわち，日本私立大学連盟，日本私学振興財団，行  
政管理庁などが，学校法人の財政分析を行い，これを公表している。本稿でほ・  
これら公けの機関が分析した結果を整理し，学校法人特に，私立大学の財政  
の現状について考えていくこととする。  
Ⅱ 学校法人会計基準設定の目的  
わが国の学校法人で，教職員の人件費を含む経常的経費の補助金交付を受け  
ている法人は，「学校法人会計基準」に従って決算を行い，計算書類を作成し  
なければならない。計算書類には，資金収支計算害，消費収支計算書，貸借対  
照表，および財産日録がある。各私立学校ほ，これらの計算番掛こついて，公  
認会計士または監査法人の監査を受け，監査報告書を添付の上，毎年6月30日  
までに文部省に提出しなけれはならない。   
現行の「学校法人会計基準」ほ，昭和46年4月，文部省令第18号として公葬  
されたものであり，以後，日本の学校法人会計を規制してきているのである。  
当時・学校法人会計基準設定の契機となった主な理由としてほ，次の理由があ  
げられよう。  
（2）私学に対する国庫補助の開始   
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（2）統一的かつ適切な学校法人会計基準の必要性   
昭和40年代に入り，私立大学等の経営状態が，折からのインフレーションの  
洩を受け，教職員の大幅ペースアップやその他諸経費の高騰により，非常に苦  
しい状況に置かれていた。そのため，国は，昭和45年度から，私学の教職員の  
人件費を含む経常的経費に対して，国庫補助金の交付を開始した。〔行管庁，  
pp．5→6〕この国庫補助金交付にあたっての私学財政の基礎資料を，定められた  
叫定の会計基準により作成させる必要性に迫られたのである。   
また，学校法人会計基準設定以前の学校法人の会計ほ，だいたい金銭の収支  
の均衡を目標とする予算の編成と実績の記録とに終始していて，学校法人の長  
期の存続と発展とをほかるために有効な情報を提供してほいなかった。〔高橋  
等，p．1〕そのため，統一的で適切な会計基準の作成の必要性が高まったので  
ある。   
文部省令の会計基準を作成した，学校法人財務基準調査研究会ほ，文部省管  
理局長宛の報告書前文で，「学校法人会計基準」設定の目的として次のものを  
掲げている。〔三角，p．193〕  
（1）学校法人の財政的維持に向かって会計がその機能を有効に果たすための  
よるべき指針を提供すること  
（2）学校法人の財政に関する情報を適切に理解するための基礎を与えること  
（3）学校法人の合理的かつ適正な会計慣行の発展を促すこと   
以乳10年以上が経過した今日，調査研究会の上記の目的は，当初のねらい  
通りに達成されてきたといってよいであろうか。「学校法人会計基準」ほ，い  
ろいろな点で批判ほされながらも，統一的な学校法人の会計として着実な歩み  
をし，会計慣行としての基礎を形成してきた。学校法人の財政分析や経営比較  
にあたっても，有効な会計資料を捷供するにいたったのである。また「学校法  
人会計基準」ほ，学校法人の財政的維持のために，効果的な機能を発揮してき  
たであろうか。  
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そこで，私立学校，特に私立大学の財政を観察し，私学財政の今日の状況と  
会計基準のかかわり方をみていくこととする。   
現在までに，わが国の私立大学の財務分析を公けの形で公表しているものに  
ほ，次のようなものがある。  
（1）日本私立大学連盟「財政自書」（第1号～第12号）（昭和47年11月～昭和  
59年7月）  
（2）日本私学振興財団「今日の私学財政」（昭和60年3月）  
（3）行政管理庁行政監察局「私学経営の現状と問題点」（昭和58年8月）   
本稿では，私学財政の検討を，これら公けの機関が各々の立場から分析した  
結果を中心に考えていくこととする。さらに分析結果を次のふたつの側面から  
盤理してみたい。  
1．フローの側面（消費収支計算畜）からの分析   
2．ストックの側面（貸借対照表）からの分析  
Ⅲ 日本私立大学連盟財政白書による分析  
まずほじめに，L」本私立大学連盟（以卜，私大連盟と呼ぷ）の，国庫助政対  
策委員会財政部会による，いわゆる「財政自省」の行っている財政分析をみて  
みることにする。   
私大連盟は，昭和57年慶祝在，加盟大学は79法人であり，わが国で大学を設  
置している学校法人ほ315法人であるから，全体の約25％に相当する。しかも・  
加盟大学の財政規模は，総資産や帰属収入の規模で全大学法人の約40％Pこ達し  
ている0〔私大連盟，p・2〕つまり，私大連盟加盟の大学は，日本の私立大学の  
重要な部分を構成しており，大規模な大学がみな加盟しているのである○した  
がって・私大連盟の財政分析ほ，わが国における大学財政の状況を知る上で・  
非常に重要な意義を持つといえよう。   
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私大連盟のl■財政自番」ほ，昭和47年度に第1回の分析が公表されて以来，  
59年度まで，12何の自書が公表されている。以下，これまでの自薔を示してお  
くと次のようなものがある。   
第1号 「私立大学財政のひずみ」（昭47．11）   
第2号 「私立大学財政の現状と問題ノ点」（昭49．3）   
第3号 「窮迫する私立大学財政」（昭50．2）   
第4号 「転機に立つ私立大学財政」（昭50．11）   
第5号 「私立大学教育の充実と向上のために＿j（昭50．11）   
第6号 「明日を模索する私立大学」（昭53．5）   
第7号 「教育研究条件改善への努力」（昭54．9）   
第8号 「茨の道叫教学条件の改善と財政の悪化」（昭55．7）   
第9号 「私大教学の前進を阻む艶」（昭56．8）   
第10号 「高等教育費のあり方と私学財政」（昭57．3）   
第11号 「国の将来のた捌こ一高等教育における私学助成」（昭58．7）   
第12号 「教育研究改善の道険し」（昭59．7）  
1 フローの側面からの分析   
叫連の「財政自斉」において，首尾一貫しているのは，わが国大学教育のな  
かで，私立大学が担う意義を強調し，そのためには，依然として，財政基盤が  
不安定であり，私学財政ほ苦しい状況が継続しているという指摘である。  
59年度の第12号では次の点を強調している。すなわち，57年度末の消費支出  
聴過額の累積額がついに1，000億円の大台を超えたという点である0〔私大連盟，  
59乳pp．7－9〕59年度自熟ま，57年度決算を基礎としたものであるが・消費  
収入と消費支出の差額である，消費収支差額が．単年度で約58億円の赤字であ  
り・累頓消費収支差額では，約1，045旛円の赤字を記録したという0累積消費  
軸超過額がこのように膨大な金額祇なったことの意味と対策について考慮し  
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第1園 大学部門消♯収支決算構成比率の推移  
（帰属収入の構成比率）  
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（登料：私大寺軋59年度財政白書．p．22）  
なければならない時期がきている，と指摘している。  
次に消費収入と消費支出の構成比率の推移を，第1図の通り示している。   
第1囲にもとづき，59年度白串は次の点を指摘している○  
（1）学生納付金の伸び率は依然として減少  
学生納付金の増加率ほ，毎年低下しており，57年度は過去5年間で最低の伸   
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び（10．3％）である。ここ数年，私立大学ほ学費値上げに供重となり大幅値上  
げほ抑制される傾向にある。  
（2）寄付金の総収入に対する比率ほほば横ばい   
寄付金収入の帰属収入に対する比率ほ，ここ数年ほぼ横はいである。寄付金  
がこのような割合に推移していることほ，私立大学の財政基盤の確立を遅らせ，  
経常収入として寄付金を期待する状況にはほど遠い，と指摘している。  
（3）人件費の実質増ほ減少し，教育研究経費の伸びほ順調   
57年度における人件費は，前年度対比9．7％増であるが，この数値ほ新規加  
盟法人を含んでおり，これらを控除すると，従来までの加盟大学の人件費伸び  
率は，8．5％となる。この結果．実質的な人件費の伸びほ減少している。わが  
国のインフレーショソは，現在，沈静化しており，大学の教職員の年々のベー  
スアップも微々たるものであるから，人件費の伸びが低下しているのも当然の  
ことであろう。   
57年度の教育研究経費ほ，前年度を上回り，過去最高となった，としてい  
る。これほ人件費の伸びの低下にもよるが，教育研究条件改善・充実への努力  
にょるものである，としている。  
（4）基本金組入額は減少   
基本金紙入衝の対前年度比で55年度には相当の増加率を示したが，57年度は，  
対前年度比マイナスの数字を示した。  
基本金組入額の内訳は第1表の通りである。ただし，この財政自責でほ，大  
学部門としての基本金組入れや先行組入れ，及び固定資産との関係をとらえる  
ことは困難であるため，法人全体の数字をもって，大勢を判断する資料とする・  
としている。  
基本金ほ，有形固定資産の形態で，いわゆる「物」で残される部分と・恒常  
的支払資金や特定基本金のように「資金」で残される部分とで構成される0  
59年度「財政自書」では，第2表からわかるように．57年度の基本金範入額  
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第1表 昭和5丁年虔加盟大学基本金絶入執の内訳（法人総額）  
（単位：百万円）  
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??????
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???
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（資料：私大連重臥59年．p．4）  
100．0％  161，992  
のうち・施設関係37・4％，設備関係17．5％，現物寄付2．4％，過年度末組入身  
の当期組入16・3％，合計73．6％，これから過年度の先行組入から当期取得の施  
設設備に充当した額6・7％を捜除して，差引き66．9％が，有形固定資産への基  
本金組入額である，としている。教育研究の質的向上を図るための施設設備の  
充実のためには，必要不可欠の組入額である。  
近年・学校法人が・将来の年安に支出する予定の施設設備への投賛額を・当  
期に・いわゆる「先行組入」として一般基本金に組入れることが積極附こ行わ   
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れている。57年魔の先行組入額ほ，基本金絶入総額の15．3％を占めている。し  
かし，私大連盟の自藩では，（第1表では数値がでていないが）帰属収入に占  
める基本金組入額の割合は，大学部門で21．2％，国公立大学の施設設備関係の  
支出と比べて，比重の上からは，ほぼ近似的な値である，としている。法人全  
体の先行組入比率（15．3％）は，帰属収入に対する比率は3．2％（21．2％×15．3  
％）となり，これをもって学校法人が多額の内部留保を行っているとの批判ほ  
あたらない，としている。〔私大連盟，59年，p．5〕   
基本金組入額のうち，資金の形腰で親入れられる，恒常的支払資金（3．7％）  
や，特定基本金（14．1％）の妥当性については，59年度自書では言及がされて  
いない。   
2 ストックの側面からの分析   
次にストックの側面から，大学財政をみてみることにする。59年度自浄札  
57年度の財政状態について，第2表のように示している。なお，貸借対照表も，  
大学部門だけのデータがない旨ことわり，法人全体の数値で代替している。   
私大連盟加盟の法人全体の資産線紆は57年度末で2兆1，700億円であり，そ  
の内訳ほ，固定資産が1兆7，710億円，流動贋産が3，990鹿円であり，固定資産  
の絶資産に占める割合は81．6％であり，固定資産の割合が極めて高い。これは  
学校法人の財政の大きな特徴である，としている。   
これに対し，負債総額は7，563億であり，基本金は1兆5，378億円である。し  
たがって，負債及び基本金の合計額は2兆2β41億円となる○したがって消費  
収支差額は，法人全体としては，1，239億円のマイナスとなる・と指摘してい  
る。〔私大連盟．59年＼p凪16－17〕   
Lかし，私大連盟のこの財政白帯は，一事業年度の財政状態を示しているの  
もであり（対前年度比の数字は示されているが），時系列的にIストックの面  
で・私立大学の財政状態がどのように推移してきたかを示してはいない。  
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第2褒 貸借対照表（法人総執）昭和開年3月31日現在  
（絹ふ萱歪金宝孟び）   （単位：召方円）  
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（資料：私大連l臥59年．p．17）  
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第3表 貸借対照表財務比率の推移  
算   亘二廃車桓車重垂車重  
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36．95  
58．60  
固 定 資 産  
自 己 資 金   
?????）?
????
?
固定長湖蘭愴率！百覧霊了㌫雲直×100％＼  95．72  
121．89  
39．34  
94．64  
129．95  
38．09  
6          61．53  
・×100％／  
（3）  流 動 比 率   
総負債比率   
負 唐 比 率   
翌年度繰越消費  
収入（支出）比率  
???
??
??
?????
債  
産  
）?????????
???????
×100％＼   
??
????
??
100％＼式隠．8
翌年度繰越消費収入  
（△夏坦）超過 
総  資  産  
×100％△5．叫△5．14』△5．57〉△5．76  
（注）1．「自己資金」ヨ基本金＋翌年度繰越消費収入（△支出）超過領。  
2．「他人資金」安岡定負債＋流動負取。  
3．書式欄の＼は数値の低い方が良く．ノは削、方が良いことを示す。  
（資料：私大連軋59年，p．18）  
ただ白蕃は，貸借対照表に関する主な財務比率の推移として，第3表のよう  
なデータを示している。   
これらの比率について，自書は，各々の比率の適正値が不明なので評価する  
ことはできないが，57年度までは全体の債向として改善の方向に進んできたと  
いえよう，と分析している。〔私大連盟，59年，p．18〕   
しかし，上記の財務比率は，日本私学振興財団の掲げた財務比率〔私学振興  
財乱pp．222－223〕のごく一部の指標であり十分なものではない。全体とし  
て，私大連盟の「財政自杏」は，大学財政の消費収支計算書の側面に分析の中  
心が置かれ，貸借対照表の側面からの分析には，あまり重点が置かれていない  
ように思われる。すなわち，フローによる財務分析には多言を賛しているが，  
ストックによる財務分析には表面的にふれるに止っているように思われるので  
ある。  
809   
早稲田商学弟314・315合併号   78  
Ⅳ 日本私学振興財団による分析  
日本私学振興財団は，昭和60年3月，「今日の私学財政一大学法人・短期大  
学法人・高等学校法人財務集計・分析」（昭和54～58年度）を刊行した。当財団  
は，全国の私大等から提出された「学校法人基礎調査」のうち，貸借対照表お  
よび消費収支計算書について集計・分析を行った。資料は，昭和54年度から58  
年度までの5年間を対象とし，私学財政の分析を行っている。58年度の集計の  
対象となった大学法人は310法人であり，ほとんどすべての法人を含んでい  
る。  
1 フローの側面からの分析   
消費収支計算書の対帰属収入比率の推移を示したのが第2図である。   
学生生徒納付金の対帰属収入比率は，58年度には50．0％である。その内容は，  
5年間の推移では，施設設備費の伸びが大きい。補助金の比率は年々低下して  
きており，58年度にほ15．2％となった。寄付金の比率も同様に年々低下してい  
る。資産運用収入の比率は，54年度3．4％から58年度5．7％に上昇している。事  
業収入についてほ，その90％以上が医療収入で占められている。   
消費支出のうち最大のウエートを占める人件費は，53年度1兆1，261億円で・  
前年度比5．5％増となった。しかし対帰属収入比率ははぼ横ばいで，58年度甚  
は50％を割り込んだ。教育研究経費の比率は，58年度23．3％と前年度比若干下  
回ったが，これは57年度の減価礁却費が一時的に増加したためと分析してい  
る。教育研究経費から減価礁却費を除いた比率をみると，54年度17．1％から年  
々着実に上昇し・58年虔には18．9％となった。管理経熟も はぼ横ばいであ  
る。   
基本金絶入比率は，56年度までほ20％台で推移していたが，57～58年度では  
19％台に低下している。  
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第2鼠 大学法人消暮収支計算暮の対帰属収入比率年度別推移（昭和糾～58年庚）  
単位：％  
国学生生徒等納付金 団補助金 団寄付金 ∈ヨ革菓収入  
国資産運用収入  ⊂コその他  
囚人冊 固桝研究甜 旺ヨ開披★  巳ヨ借入金等利息  
■■その他  ⊂コ基本食組人秘 匿詔冊収入超過葛貞Eコ摘サ支出超過臓  
（資料：私学概輿財乱60年，p．12）  
消費収支差熟ま，58年鹿は59億円の消費支出超過額となっているが・対帰属  
収入比率は△0．3％であり，マイナス幅が縮小してきている。  
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那園 大学法人貸借対照表構成比串の年度別推移（昭和5ト58年座）  
単位：％  
80  
50  
★■の揮  
54年度  
55年度  
56年度  
57年鹿  
58年度  
匠辺有形鴨資産 匿団その他欄定資産田現鯛金 ∈ヨ孟宗笹屋  
■t・暮＊食及び州責収支幾鐸の節  
54年虔  
55年度  
56年鹿  
57年度  
58年度  
△2，4  
△2．6  
△3．1  
△3．2  
△3．0   
国詔固定負債 匪詔流動負債 団基本金 ∈ヨ洞徴収支差額  
（資料：私学振興財l軋60年，p．9）  
2 ストックの側面からの分析  
貸借対照表構成比率の推移を示したのが，第3図である。  
固定資産の内訳では，有形固定資産の比率が年々低下し，その他の固定資産  
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の比率が上昇している。有形固定資産の構成比率は，54年度61．3％であったも  
のが，年々低下し，58年度には58．5％となっている。これに対して，その他の  
固定資産は，54年鹿17．4％であったものが，58年度にほ21．3％となっている。   
その他の固定資産の合計額ほ，58年度末で1兆2，795億円であったが，その  
主な項目の金額および対前年度比は次の通りであった。すなわち，その他引当  
特定預金506億円（＋22．8％），施設設備引当特定預金259億円（＋8．5％），  
特定基本金引当資産251億円（＋16．9％），投資有価証券132億円（＋13．7％），  
退職給与引当特定預金111億円（＋6．1％）となっている。   
財団は，これらいわゆる金融資産の増加について，次のような解説をしてい  
る。〔私学振興財団，p．7〕   
「これらの引当特定預金の増加は，将来に向けての備えが僅かであるが行わ  
れていることを示し，また特定基本金引当資産の充実ほ元本を基金として永久  
に保持し運用することにより，その元本から生ずる果実を使用するために設定  
された奨学基金・教育研究の基金などの保有が拡大しつつあることを示してい  
る。」   
次に負債の推移に関する特徴についてみてみよう。貸借対照表貸方のなかで  
負債の占める比率ほ，54年度36．8％から年々低下し，58年度は31．9％となっ  
た。固定負債のうち，長期借入金の構成比率は年々低下傾向を示している。し  
かも日本私学振興財団からの借入金は増加しているという。長期借入金低下の  
主な理由は，市中金融機関等からの借入が減少していることだと説明してい  
る。   
基本金および消費収支差額の規模と動向については，次のような分析を行っ  
ている。基本金および消費収支差額の合計を「自己資金」と呼んでいるが，58  
年魔の自己資金は，4兆957億円，前年度比4，436億円の増加（＋12・1％）とな  
った。54年度の金額を100とすると，58年魔の指数は169．7となるという○自己  
資金構成比率は第5表から計算できるように，54年度63・2％から，年々上昇し・  
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58年度には68．1％となっている。基本金の構成比率は総資産の71．1％を占める  
までになった。   
財団は，私立大学の財政のストックの側面に関して次のようにまとめてい  
る。〔私学振興財団，p．10〕   
「資産のうちその他の固定資産，特に引当特定預金等の増加が続いており，  
また負債の構成比率の低下および基本金や自己資金の着実な増加などが注目さ  
れ 大学法人の財政状態は年々改善されていると言えよう。しかしながら，そ  
の他の固定資産または自己資金の対前年度伸び率は55年度前後に比べると低下  
Lており，自己賛金の構成比率は，短期大学法人や高等学校法人に比べるとな  
お低く，しかも消費収支差煩が依然として支出超過となっていることを考慮す  
ると，なお一層の改善が望まれるところである。」  
Ⅴ 行政管理庁による監察  
昭和57年4月から6月にかけて，行政管理庁（現在の総務庁）行政監察局は，  
私立大学などの実態調査を実施し，その結果が昭和58年8月に，「私学経常の  
現状と問題点鵬行政管理庁の行政監察結果からみて｛」として公表され  
た。今回の行政監察の直接的な目的は，日本私学振興財団の制度・業務運営等  
の実態を調査することであった。   
しかし，国の私学に対する経常費補助，施設整備費等に対する融資，学校法  
人に対する指導・助言等，私学振共助成施策の多くは，日本私学振興財田を通  
じて実施されている。そのため私学振興財団の兼務運営に関する監察の一頭と  
して私立学校に対する調達が行われたのである。   
調査の対象となった私立大学は35枚であった（法人数としては別法人）○洗  
井書ほ昭和56年庶のものを中心とし．50年庶との対比なしている。行政監掛ま  
大学財政の現状について次のような指摘を行っている。  
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1 フローの側面からの分析   
消費収支計算書において，消費支出超過のものが，昭和50年度ほ19校であっ  
たのが，56年度には14校に減少している。帰属収入から消費支出を控除した収  
支状況でみると，支出超過となっているのほ，50年度の5授から，56年度にほ  
1校に減少した。帰属収入に対する基本金組入額の割合は，54年度以降3年間  
の平均で23．5％となっており，このことが自己饗金串の上昇として反映されて  
いる。〔行管庁，p．4〕   
行管庁の監察では，従来のフロー分析のなかで消費収支差衝にあまりに注目  
をしすぎた点を批判している。そして消費支出に対する数値を消費収入だけで  
なく，帰属収入との比較をする必要性を主張している。この（帰属収入一消費  
支出）の概念には，行管庁の分析の段階でほ，掛こ名称を付されていなかった  
が，ここでは「帰属収支差額」と呼んでおこう。   
この帰属収支差額の分布状況（56年度）をあらわしたものが，第4表であ  
る。帰属収入超過率が50％以上の大学が33校のなかで3校あり，金額的にも50  
億円以上超過している大学が3校ある，と指摘している。   
50年度と比較すると，調査対象となった学校法人の寄付金収入は減少し，学  
第l表 基本金雑入れの状況（昭和糾～弼年度年平均）  
（鳩壌収入に対ナる基本金新入概の割合肌分布）   （鼠本金組入硯別分布）  
－－  
▼・，n－一一イーー■一一【▼一－－一－【■一一、】一■〉一一一・▲・▼ 一  一 ←■ ‾▼ 
、 区分■  
構成比－†組入所  
学校数き構成比  区分）     ＿＿一Wニー 過星型倉＼、＼＼  学校数  
3   
??????＝???? ↓?
???】????
??
50％以上  L  2 6．1Ⅰ 50億円以上  
?????
?
2 , 6.1 1 30 ～ 50  40 ～ 50  
30 ～ 40  
20 ～ 30   
10 ～ 20   
10％未満  
計  
■＼－・－－－－－－1▼・・－一h〈－¶、¶一  
（■科：珊庁．00年，  
20 ～ 30  
10 ・－ 20  
5 ～ 10  
5低円未満  
4；  12．1  
11 33．3  
33  100．0  計  
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生納付金および補助金への依存度合が高まっている，としている。これは，52  
年度以降，入学前の寄付金授受が全面的に禁止されたことが原因である。また  
経常費補助の充実により補助金収入が増加したにもかかわらず，学生納付金依  
存度が低下しないのは，施設設備の充実等，基本金組入れを重視してきたこと  
によるものである，と指摘している。〔行管庁，p．8〕   
次に監察でほ，資産運用収入の増加を指摘している。これは，運用資産の増  
加と対応するものであり，各大学は，経営財務の改善のため寄付金収入に代わ  
る第3の収入源として資産運用を靖棲的濫行っている表れではないか，として  
いる。〔行管庁，p．9〕   
消費支出の内訳についてほ，人件費と管理経費の比率が減少し，教育研究経  
費の比率が増加したと述べている。これは，人件費および管理経費の抑制と，  
教育研究経費の充実という望ましい傾向にあり，全体的には一応の評価ができ  
る，としている。〔行管庁，p．9〕   
2 ストックの側面からの分析   
貸借対照表の総資産をみると，56年度末には，50年度末と比べて約2倍に増  
加している。資産構成では，流動資産の比率が増加しており，資産の流動化が  
進んでいる。流動資産の多くほ，現金預金および有価証券である。固定資産の  
内訳をみると，有形固定資産の割合が減少し，その他の固定資産が増加してい  
る。その他の固定資産のほとんど（56年度末では99％）は，長期の有価証券ぞ  
預金等の運用資産である。〔行管庁，pp．1ト12〕  
56年度末の負偵総熟ま3，350億円であり，50年度末に比べて1，385億円の増卯  
となっているが・基本金に消費収支差額を加えた自己資金は，50年度釆の2・495  
億円に比べ・3・766億円増となっており，負債の増加額を大きく上回っでい  
る。この点で・私立大学の財政基盤の改善が進んでいる，としている○〔行管  
庁，p．12〕  
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第5表 自己半金の劃合別分布状況  
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年度  
∃皇絆   
区分  
鮒  ％ 以上  
70  80  
60  ～  70  
50  ′－  60  
40  ～  50  
40  ％  未満  
計  
（熱料：行管庁．60年．p．13）  
昭和 50  
法人数座成比  
、 
1  3・鴫          3．0％  
法 人 数  
????????
??
??
15．2  
18．2  
21．2  
27．3  
33．3  
21．2   
9．1   
3．0   
100．0   
????
5 ∈   15．2  
33 さ 100．0  
また資産総額に占める自己資金の割合をみたものが，第5表の通りである。  
50年度には自己資金の割合が50％未満のものが，4割以上を占めていたが，56  
年既にほ1割程度にまで減少している。80％以上のものが5法人みられる。  
〔行管庁，p．13〕  
Ⅵ むすび  
以上わが国の私立大学の財政の状況についてみてきた。公けの機関（日本  
私立大学連盟，日本私学振興財団，行政管理庁）による分析を中心に・それぞ  
れ，フローの側面（消費収支計算帝）とストックの側面（貸借対照表）からの  
糎塵を行ってみた。   
これらを参考としながら，私学財政の現状について一応の総括をしておきた  
し、。  
1フローの側面からの分析  
学校法人財務基準調査研究会の報告書のなかで，学校法人の財政上の課題と  
して・次のような記述があった。〔三角，p・196〕  
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「学校法人は，各年度における消費収支の持続的な均衡をはからなければな  
らない。」   
従来．学校法人の財政状態を端的に示す指標として，消費収支差祈の概念が  
使用されてきた。私大連盟は57年度末で，累積消費支出超過額が1，000億円の  
大台を超えた点を強調している。振興財団ほ，58年度ほまだ消費支出が超過し  
ているが，対帰属収入比のマイナス幅が縮小していることを説明している。行  
政管理庁は，調査対象校の数が限定されてはいるが，支出超過校が減少した事  
実を指摘している。   
行政管理庁ほ，一般的に，消費収支差額にあまり注意を集中しすぎることに  
批判的である。そこで行管庁ほ消費収支差額叱加えて，いわゆる「帰属収支差  
額」とでも呼ぶべき概念を提示した。この差額概念では，ほとんどの法人が，  
支出超過の状態から抜け出ている，と主張している。   
消費収支差額と帰属収支差額の差異ほ，「基本金絶入額」を含むか否かのち  
がいである。現行の学校法人会計基準における，基本金組入については，鍾々  
の批判がなされている。基本金の概念があいまいであること，基本金組入掛こ  
関して，理事会の意思が反映しやすいこと，予算段階で前取り設定し，決算段  
階で動かし得ることなどの問題点が指摘されている。今後．学校法人会計基準  
の見直しに際しては，基本金，基本金絶入の問題について十分な検討がなされ  
るであろう。   
フローの側面からの分析で，消費収支差額を利用し，重視するとしても，こ  
の差額の決算での確定に大きな影響を及ぼす基本金絶入という要素を，分析の  
視野から除いてはならない。またストックの側面での，（基本金＋累積消襲収  
支差額＝自己資金）の状況をもあわせて判断することが，当該学校法人の財政  
状態世客観的に観察するために必要な要件となろう。  
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2 ストックの側面からの分析   
従来，大学財政について分析される際に，フローの側面が表面にあらわれる  
頼向があった。私大連盟の財政自書も，どちらかというとその傾向の延長線上  
にあるといえよう。しかしながら大学財政を論ずる場合に，フローの側面と同  
時に，ストックの側面についても正確に認識することが必要である。振興財団  
ほ大学法人の自己資金つまり正味財産が年々改善され，自己資金比率も上昇し  
ている，と分析している。行管庁も同様の事実を指摘し，財政基盤の改善が進  
んでいる，と指摘している。   
資産の側に関しては，行管庁が総資産の拡大を指摘している。行管庁と振興  
よ削軋ま，固定資産に占める有形固定資産の比率の低下と，その他の固定資産の  
比率の上昇を指摘している。特定基本金引当資産，施設設備引当特定預金，そ  
の他引当特定預金，退職給与引当特定預金，有価証券等，いわゆる金融資産の  
草しい増加が，ストック面での大きな特徴である。佳良な企業の動向と同じよ  
うな傾向が，学校法人にも生じているといえよう。   
以上大学財政について，フローの側面とストックの側面から盤理，比較を  
行ってきた。フローの側面からは，財政は依然として余裕のある状態ではない  
ということができよう。一方，ストックの側面からは，別の見解も顔を出しう  
る。企業の会計では，経常業績カ；不振で，損益計算番において欠損を生じるよ  
うな企業は，貸借対照表にもその影響力；あらわれてくるであろう0しかしなが  
ら・学校法人の財政では，フローの側面とストソクの側面とのギャップが大き  
くなっていることに，大きな特徴がある。   
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